
1

SDGs全国フォーラム長野2020
分化会②

気候変動に立ち向かう
戦略とアクション

ニセコ町長 片山 健也



ニセコ町の概要

人口：4,958人(うち外国人住民284人、35か国)

世帯：2,546世帯 ※2020年7月末住民基本台帳

面積：197.13k㎡

高齢化率：26.2%

議員数：10名、 職員数93人（特別職除く）
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暮らし

観光・農業

環境・景観



白樺派の文豪 有島武郎 の遺訓
「相互扶助」

空気や水、土地のようなものは人類全体で
共有して個人の利益のために私有されるべ
きでない。小作人が土地を共有して責任を
持ち、「相互扶助」の精神で営農するよう

1878年3月4日、旧薩摩藩郷士で大蔵官僚
の有島武の長男として東京小石川に生まれる

1903年渡米し、ハーバード大学などで学び、西
洋哲学の影響を受ける

1922年7月18日、土地共有による有島農場
の無償解放を宣言し、当時の社会にさまざまな
反響を呼んだ 3
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「相互扶助」
は

ニセコ町のまちづくりの根源

そして、まちづくり基本条例へ
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情報
共有

住民
参加

ま
ち
づ
く
り
基
本
条
例
に
結
実 ＊全戸に配布している条例のポケット版

わたしたちのまちの憲法

住民自治・公正なまちづくりのツール
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147回まちづくり町民講座

外国人の皆さんとまちづくり議論

予算説明書

の全戸配布

住民参加と情報共有の実践例
2001年、全国初の自治基本条例「ニセコ町まちづくり基本条例」を制定し、

住民参加と情報共有によるまちづくりを徹底、実践

こどもまちづくり委員会
子ども議会、子どもの参加
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忌避施設（ごみ処理施設）の住民参加

○徹底した話し合い・・

○激しい反対運動

○条件取引・利益誘導無し

○クローズド型（水処理費用の削減、環境負荷低減）

○リサイクル率 ７％ ⇒ ９３％へ

■使用開始：２００２年１２月

■埋立容量：４，５００㎥

■総事業費：８億６，６４３万円■一般廃棄物最終処分場



町内の生ごみ（家庭・ホテル）全量堆肥化

＋家畜糞尿、下水道汚泥 ⇒ 堆肥化



雪を利用した
減農薬クリー
ン米の倉庫 冬季の北風を利用した低温倉庫

断熱は土、安価な省エネ倉庫



まちづくり基本条例 2001年（H13年4月施行）
環境基本条例 2004年（H16年4月施行）
景観条例 2004年（H16年10月施行）
地下水保全条例、水道水源保護条例 2011年（H23年5月施行）

第４次ニセコ町総合計画（2002～）

『小さな世界都市』（H14～23年度）

第2次環境基本計画（H24～H35）

「水環境のまちニセコ」水循環の保全を基盤に、物質
循環の保全と合わせて地域生活文化を守り育てる

観光振興計画（H21～H30）
環境との調和、地域内経済活性化 など

農業振興計画（H26～H30）
地域循環型クリーン農業、地産地消、観光との連携 など

地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）

1990年度比ＣＯ２排出量

2016年度までに 7％削減
2020年度までに30％削減

2050年度までに86％削減

第５次ニセコ町総合計画
『環境創造都市ニセコ』

2012～（H24～35年度）

地域新エネルギービジョン（H15）
地域省エネルギービジョン（H16）

地域省エネルギービジョン重点テーマ（H18）

ニセコ町の環境政策 ⇒ SDGs未来都市へ

SDGs未来都市 2018年
SDGsモデル事業

2014年（H26年）「環境モデル都市」
2015年（H27年）「プラチナシティ」



北海道インターナショナルスクールニセコ校の開校

国際化するニセコ
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ニセコ町のまちづくり

〇情報共有・住民参加による自治の実現

〇小さな世界都市ニセコ（第４次総合計画）

〇環境創造都市ニセコ（第５次総合計画）

〇水を守る「環境基本計画」

〇地下水保全・水源保護

〇資源・経済・エネルギーの循環

〇地域経済循環の強化

〇景観条例

○多様な社会 etc

高い

親和性

ニセコ町の住民自治の実践
相互扶助
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平成30年（2018年）6月、SDGs未来都市（全国29自
治体）、自治体SDGsモデル事業(全国10自治体)に選定。
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「多様性」
が

ニセコ町の価値



NISEKO生活モデル地区への挑戦
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【概要】
◆市街地約９haの土地に、NISEKO生活を象徴する生活空間を形成する
◆単なる分譲地ではなく、生活形態まで設計された地域
◆集合・賃貸住宅など様々な住宅群を形成
◆開発コンセプトを町や地域が事前にコントロール

【モデル地区の特徴】
◆本町の基準により、高断熱・高気密住宅群の義務化
◆町外流出していたエネルギーコスト（電気・灯油）を削減し、その分を住宅性能
向上（地元工務店受注）、個人資産形成にあて、域内循環を向上
◆子どもから高齢者、高所得から低所得者まで 政策的に混住させる
（防犯・住民自治に効果）
◆景観に配慮された住宅群の形成（電線地中化）
◆地域運営組織など活発な自治活動を推進
◆省エネのほか、エネルギー源の検討
◆学びながら進化する計画
◆官民連携の事業主体となるまちづくり会社を設立
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16SDGｓ街区イメージ図



役場庁舎（S42、1967年建設）
R3,2021年～新庁舎利用開始
自立・分散型エネルギーシステム
外皮平均熱還流率（ＵＡ値）０．１８

イメージ図

省エネの新庁舎整備中
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SDGs未来都市ニセコ町の挑戦
世界首長誓約署名

2050年ＣＯ2 86%削減
ゼロカーボン宣言
気候非常事態宣言
SDGs街区整備

地産・エネルギー・経済の域内循環
気候変動適応策の推進
まちづくりの多様な主体

自ら考え行動する住民自治のまち


